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整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（山口県  平成30年度）

メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、施設区
分、構造、規
格、能力等） 交付金

都道
府県
費

市町
村費

その他

長門
市

深川養
鶏農業
協同組

合

食肉等
流通体
制整備

肉用鶏

【肉用
鶏】Ⅰ
受益農
家の出
荷羽数
を
10.2％
増加

6,324,
335羽

6,523,
554羽

6,141,
114羽

6,019,
409羽

6,970,
000羽

-47.2%

受益農家
の出荷羽
数が
4.8％減
少

肉用鶏

【肉用
鶏】Ⅱ
1万羽あ
たりの
処理・
加工コ
ストを
10.0％
削減

938,78
4円

974,67
8円

1,091,
431円

1,106,
488円

844,61
6円

-178.1%

1万羽あ
たりの処
理・加工
コストが
17.9％増
加

畜産物処理加工
施設

食鳥処理施設

中抜機(4,000～
7,000羽/h、生
鳥処理可能重量
1.8～4.0kg)一

式

鶏もも肉脱骨機
(1,000本/h)8台

480,492,000 148,300,000 0 0 332,192,000

平成
29年3
月24
日

平成29年度大規
模生産者の脱退
により出荷羽数
が4.8％減少し
た。出荷羽数の
減少に伴い、処
理場の稼働率が
低下し、処理・
加工コストが
17.9％増加し
た。今後は、大
規模生産者の脱
退を補うため
に、遊休鶏舎・
土地の利活用、
情報収集を進め
出荷羽数の増加
及び処理・加工
コストの低減に
努める。

平成29年度に大規模
生産者が脱退すると
いう、想定できな
かった事案の発生に
より出荷羽数が減少
し、それに伴い処
理・加工コストが増
加したため、出荷羽
数及び処理・加工コ
ストとも成果目標が
未達となった。
　今後、大規模生産
者の脱退分を補うだ
けの出荷羽数・処理
羽数を確保するため
には、現組合員にお
ける回転数の増や飼
養羽数の増と併せ
て、飼養管理施設の
新整備が必要不可欠
である。
　県としても施設整
備に係る事業を紹介
するなどの支援を継
続する。

-112.3%
総合
所見

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了
年月
日

達成率

目標値
（平成
30年）

計画時
（平成
26年）

２年後
（平成
29年）

１年後
（平成
28年）

２年後
（平成
29年）

目標値
（平成
30年）

都道府県平均
達成率

平成29年度に大規模生産者が脱退するという、想定できなかった事案が発生したため目標については未達となっている。大規模生産者の脱退分を補うだけの出荷羽数を確保するためには飼養管理施設の新整備が必要不
可欠である。県としても定期的に事業実施主体の現状を確認するとともに、施設整備に係る事業を紹介するなどの支援を継続して行う。

成果目標
の具体的
な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

成果目
標の具
体的な
内容①

負担区分（円）

成果目標
の具体的
な実績②

事業実
施主体

名

事業実施後の状況①

都道府県の評価

１年後
（平成
28年）

計画時
（平成
26年）

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

３年後
（平成
30年）

３年後
（平成
30年）

事業実施主体の
評価

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②


